










第 1章 グローバルな先住民概念の展開 
 1-1.「先住民」をめぐる国際的な潮流  
  1-1-1. 1950年代以降 
  1-1-2. 1970年代から 2000年代 
 1-2. 「先住民」概念の諸定義 
  1-3. 国際化する先住民運動 
第 2章 沖縄における先住民運動—AIPRの活動を中心に 
 2-1. 日本国内における先住民運動の展開 
 2-2. AIPRの設立とその背景 
 2-3. AIPRによる国際機関への訴え 
第 3章 沖縄における権利回復運動—AIPRメンバーの語りから 
  3-1. 「独立」をめぐる語り 
  3-2. 「土地」をめぐる語り 
  3-3. 「言語」をめぐる語り 
3-4. 自己決定権に対する想い 
  3-5.  語りから見えるもの 
第 4章 考察 
 4-1. 基地を取り巻く当事者意識 


























































































































































   また、居合わせた中で唯一の女性は、次のように答えた。 
 
C：「今日は親戚が集まってて（料理や接待で）忙しいんだけど、一段落着いたからこっ   











































































































































































治的権利に関する国際規約」［外務省 外交政策 B 規約］および「経済的、社会的及び文化






アート  2009：23］、後述する国連宣言においても明示されることとなる。 
 




































Group on Indigenous Populations以下WGIP）と、先住民問題に関する常設フォーラム








































































































   


































































































































































































































































































B： そう言う意味で、自分たちのことを先住民だなって思うのが、この土地に基地を   
作らせたくないっていう、この土地が本当につながっているという思いを感じる
んですね。深いつながりです。 




















































































































































































































































 第３章では、日本からの独立、米軍基地による土地接収、言語教育に関する 3 名の語り
を取り上げたが、それぞれの話題に対する各人の態度は、異なるものであった。例えば、
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い」と記されており、現在の会員資格に関しては正確なところは分からない。 
